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宅地造成及び特定盛土等規制法の施行 

 
 

 
 静岡県熱海市で発生した大規模な土石流災害を受けて、宅地造成等規制法（通称：宅

造法）を抜本的に改正し成立した「宅地造成及び特定盛土等規制法」（通称：盛土規制法）

が令和５年５月 26 日に施行されるため、その概要及び今後の予定についてお知らせし

ます。 

 

記 

１ 法の概要 

盛土等による災害から人命を守るため、宅地、森林、農地等、土地の用途にかかわ

らず、危険な盛土等を全国一律の基準で包括的に規制。 

県は、岡山市及び倉敷市を除く区域について、基礎調査の実施、規制区域の指定、

許可事務、立入検査及び監督処分等を実施。 

（１）規制区域 

 宅造法では市街地になりやすい丘陵地を規制区域としていたが、盛土規制法では

市街地や集落等が存在するエリアを宅地造成等工事規制区域に、地形等の条件から

人家等に危害を及ぼしうるエリア等を特定盛土等規制区域に指定。 

 各規制区域は、法に基づく基礎調査を実施した上で指定。 

（２）規制行為 

 規制区域内で行われる土地の形質の変更（盛土・切土）に加えて、新たに一時的

な土石の堆積についても許可手続き等により安全性を確認。 

（３）許可手続き等の流れ 

 許可申請前…土地の所有者等全員の同意を取得するとともに、工事の内容を周辺住

民へ事前に周知。 

 許可申請・許可…災害防止対策について許可基準に適合させ、県知事等の許可を取得。 

 工 事 着 手…現場での標識掲出、施工状況の定期報告や中間検査を受検。 

 工 事 完 了…完了検査を受検。 

 ※工事完了後は県知事等が経過観察を実施。 

２ 今後の予定 

（１）法施行後２年間の経過措置があり、新たな規制区域を指定するまでは、引き続き

旧法（宅造法）の規制が適用され、新法（盛土規制法）の規制は適用されない。 

現在実施中の基礎調査において、新たな規制区域の案を検討。 

（２）法の概要等について、県民や事業者に対して県ホームページ及び国作成のパンフ

レット等により周知。 
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宅地造成及び特定盛土等規制法
（通称：盛土規制法）について

規制区域のイメージ法律の概要

■規制区域が指定されます

■安全な盛土等をつくります

■盛土等を安全に保つ必要が
あります

規制区域内で盛土等を行う場合
は、あらかじめ許可が必要とな
ります。

盛土等の崩落により、人家等に
被害を及ぼしうるエリアは規制
区域として指定されます。

規制区域内の盛土等が行われた
土地では、土地所有者等が盛土
等を安全に保つ責務があります。

盛土等による災害から国民の生命・
身体を守るため、「宅地造成等規制
法」を法律名・目的も含め抜本的に
改正し、土地の用途（宅地、森林、
農地等）にかかわらず、危険な盛土
等を全国一律の基準で包括的に規制

■罰則が強化されます

許可申請から工事完了までの流れ
① 許可申請前 ② 許可申請・許可 ③ 工事着手 ④ 工事完了

・土地の所有者等全員の同意【新設】
・周辺住民への事前周知【新設】

・許可基準への適合
・都道府県知事等の許可

・現場での標識掲出【新設】
・定期報告、中間検査【新設】

・完了検査

※ 工事完了後は都道府県知事等が経過観察を実施
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